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１．デジタルスキル情報の蓄積・可視化を通じた継続的

な学びの実現
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デジタル社会の全体像

コンピューティング基盤
（スパコン、AI、量子コンピュータ）

蓄電池 半導体

• 我が国の目指すべきデジタル社会は、サイバー空間とフィジカル空間が高度に融合するSociety5.0。

• めざましい進化を遂げるデジタル技術も取り込んだ強固なデジタル基盤（技術・産業基盤、インフラ基盤、人材基
盤）上で、「リアルデータ」の利活用を通じて、経済成長に繋がる新たな付加価値を創出するとともに、GXや経済
安全保障といった社会課題の解決も実現（＝産業・社会全体のDXを通じたSociety5.0の実現）。

• これまで注力してきたDXの実現に必要不可欠な半導体やAIをはじめとするデジタル基盤の整備は引き続き重
要。加えて、Society5.0に繋がる個別企業・産業や業界横断のDX推進に向けた取組を進めていくことも重要。
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経済成長（国内投資、イノベーション創出、所得拡大） 社会課題解決（GX、経済安全保障等）

Society5.0の実現

✓ 新たな付加価値に繋がる革新的製品・サービスの創出には、デジタル基盤に支えられた“リアルデータ“の利活用がカギ
✓ より多くの付加価値を得るには、より多くの個人であり、個別企業・産業の垣根を超えて利活用される「プラットフォーム」を

構築するアーキテクチャを描けるかがカギ
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➢ デジタル技術を活用し
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出典：第19回 産業構造審議会 経済産業政策新機軸部会「資料３」（2024年1月17日）を一部加工



DXに取り組まない理由

⚫ DX推進の主な課題は、「人材不足」「知識・情報不足」「スキル不足」が上位。

⚫ 今日では、人材の育成確保、経営者・企業の意識改革が本質的に重要となっている。

（注）DX取組予定で「DXに取組む予定はない」「DXに取り組むか、分からない」と回答した企業が対象であり、「1,001人以上」はn数が1であったためグラフからは除外。
出典：情報処理推進機構「DX動向2024（本文）」（2024年6月27日）を基に作成。 3
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DX戦略の立案や統括を行う人材の不足

DXを現場で推進、実行する人材の不足

予算の不足

ITシステムのレガシー刷新が困難

改革に取組む段階ではない

DXに取組むメリットが不明

その他
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DXを推進する人材の「量」の確保（経年変化および米国との比較）

出典：情報処理推進機構「DX動向2024（データ集）」（2024年6月27日）より抜粋

• DXを推進する人材の不足が年々深刻な課題となっている。

4



DXを推進する人材の「質」の確保（経年変化および米国との比較）

出典：情報処理推進機構 「DX動向2024（データ集）」 （2024年6月27日）より抜粋

• DXを推進する人材の「質」の不足が深刻な課題となり続けており、米国との差が著しい。
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出典：
情報サービス産業協会HP
「情報サービス産業の30
年」（2020年9月9日）

IT技術とサービス・適用領域の変遷



産業構造変化によって変化するスキルニーズ

出典：三菱総合研究所「スキル可視化で開く日本の労働市場」（2023年9月13日）より抜粋 7
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新興技術がもたらすスキル変化

出典:三菱総合研究所セミナー「デジタル技術革新と労働市場改革」（2024年9月25日）資料より抜粋

• 技術革新によって同じ職業であっても必要とされるスキルが大きく変化する可能性。

（下記は機械学習を活用する保険数理士のスキル変化の事例）
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「スキルベース」という考え方

✓ 働き方は大きく変化している。「キャリアは会社から与えられるもの」から「一人ひとりが自らのキャリアを
選択する」時代となってきた。職務ごとに要求されるスキルを明らかにすることで、労働者が自分の
意思でリ・スキリングを行え、職務を選択できる制度に移行していくことが重要である。そうすること
により、内部労働市場と外部労働市場をシームレスにつなげ、社外からの経験者採用にも門戸を開
き、労働者が自らの選択によって、社内・社外共に労働移動できるようにしていくことが、日本企業と
日本経済の更なる成長のためにも急務である。

出典：新しい資本主義実現会議「三位一体の労働市場改革の指針」（令和5年5月16日）より抜粋
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/pdf/roudousijou.pdf

✓ （中略）各種人事施策を働き手のスキルに基づいて実施する「スキルベース組織（skill-
based organization）」が注目されている。

✓ （中略）既にあるジョブや役割に対して汎用（はんよう）的なスキル体系に基づくスキルをマッピン
グし、同業他社とのスキルのベンチマーキング、あるいは外部の教育訓練プログラムを用いたリスキ
リングに活用しているといった姿が浮かび上がってくる。

✓ （中略）欧米や一部アジア諸国では汎用（はんよう）的なスキル体系を用いたスキルベースの人
材可視化が進められている。そこで目指すのは、企業が自社の求めるスキルを可視化し、従業員が
自身の適性や求められるリスキリングの方向性を把握することで、人材が持つ多様なスキルを最
大限に活用することだ。スキルをシグナルとして人材ミスマッチを縮減させるこうした試みは、ジョブに人
材を押し込むような画一的なジョブ型人事ではなしえない取り組みである。

出典：三菱総合研究所「スキル可視化で開く日本の労働市場」（2023年9月13日）より抜粋
https://www.mri.co.jp/knowledge/insight/policy/hd2tof0000005dqh-att/er20230913.pdf

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/pdf/roudousijou.pdf
https://www.mri.co.jp/knowledge/insight/policy/hd2tof0000005dqh-att/er20230913.pdf


日本の内部労働市場・外部労働市場の課題（デジタル人材）

⚫ ITからDXへの進化、生成AIの登場に伴い、従来型のスキルの陳腐化と新たなスキルの獲得が
企業にも、労働者にも大きな課題。産業のあり方を左右する大きな振れ幅と不確実性あり。

⚫ 内部労働市場では、産業構造転換に向けた思い切ったリスキリングに及び腰。また、スキルベース
での人材管理・育成・評価体系にも遅れ。

⚫ 外部労働市場では、水平移動の転職支援が多く、成長分野への円滑な労働移動も弱い。

⇒ デジタル人材のスキルアップが労働市場において評価されるための共通言語化が必要ではないか

内部労働市場

外部労働市場

リスキリング事業者

転職支援会社

スキルベースでの人材管理
・評価体系の欠如

産業構造転換に向けた
リスキリングに及び腰

キャリアは会社任せ
現状維持バイアス強い

曖昧な求人ニーズと曖昧な求職ニーズをマッチング企業

従業員（在職者） 求職者/転職者

曖昧な求人ニーズ

曖昧な
求職ニーズ

DXスキルに役立つコンテンツは急増も、
スキル習得がキャリア形成につながらず、

リスキリング需要が拡大しない

スキルアップが労働市場において適切に評価されない

曖昧な
スキル取得ニーズ
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閣議決定文書における政策方針①

●新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2024年改訂版（抜粋）

Ⅲ．三位一体の労働市場改革の早期実行

（２）労働移動の円滑化

④情報インフラ整備とデジタルスキル情報の蓄積・可視化

労働者が身につけたスキルを活かし、付加価値の高い産業へ移動できる環境を整備するため、厚生労働省が運営
する職業情報提供サイト（job tag）の充実を図る。
さらに、個人のデジタルスキル情報の蓄積・可視化を通じてデジタル技術についての継続的な学びを実現するとともに、

スキル情報を広く労働市場で活用するための仕組みを検討する。

●経済財政運営と改革の基本方針（骨太方針）2024（抜粋）

第２章 社会課題への対応を通じた持続的な経済成長の実現～賃上げの定着と戦略的な投資による
所得と生産性の向上～ 

３．投資の拡大及び革新技術の社会実装による社会課題への対応

（１）ＤＸ

ＡＩに関する競争力強化と安全性確保を一体的に推進するため、「統合イノベーション戦略2024」に基づき、官
民連携の下、データ整備を含む研究開発力の強化や利活用の促進、計算資源の大規模化・複雑化に対応したイン
フラの高度化、個人のスキル情報の蓄積・可視化を通じた人材の育成・確保を進めるとともに、ＡＩ事業者ガイドライ
ンに基づく事業者の自発的な取組を基本としつつ、ガードレールとなる制度の在り方や安全性の検討、偽・誤情報の
対策、知的財産権等への対応を進める。広島ＡＩプロセス等の成果に基づき、ＡＩＳＩを活用した安全性評価を
含め国際的な連携・協調に向けたルール作りについて、主導的な役割を果たす。
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閣議決定文書における政策方針②

●デジタル社会の実現に向けた重点計画（抜粋）

第１ 目指す姿、理念・原則、重点的な取組

５．重点課題に対応するための重点的な取組

（１）デジタル共通基盤構築の強化・加速

③ デジタル人材育成

デジタルを活用した課題解決を進め、実際に生活を便利にして「デジタル化」を「当たり前」にしていく
ためには、その担い手たる人材が必要であるが、現在、質・量ともに不足していることから、現状を把握
した上で、デジタル人材育成の取組を強化する必要がある。

これまでDX を推進する人材に必要となる役割やスキルを明確化した「デジタルスキル標準」を定め、
スキル標準に基づく教育コンテンツの一元的な提示や、地域企業と協働して実際の企業の課題解決
に取り組むプログラムなどを実施する「デジタル人材育成プラットフォーム」の整備を進めてきた。今後は、
個人が持つデジタルスキル、スキルアップ状況、試験によるスキル評価のデータを蓄積・可視化し、保有
スキルの証明をデジタル資格証明（デジタルクレデンシャル※）の形で発行していくことで、個人におけ
る継続的な学びと、目的をもったキャリア形成の実現を目指し、これを独立行政法人情報処理推進
機構（以下「IPA」という。）で運用していく仕組みを検討する。

※個人の経歴、資格、スキル等の広範な情報を記載したデジタル形式の証明書。
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（海外参考①）Skills Future Singapore

⚫ 「全ての国民に対し生涯学習とキャリア開発の機会を提供」を目的とする省庁横断プロジェクト

⚫ 個人、雇用主、教育事業者に向けて、学習・講座、補助金、キャリア探索の様々なサービスを包括
的に提供（教育省のスキルポータル My Skills Future、労働省の就職ポータル My Careers Future から構成）

⚫ スキルを起点に能力開発、キャリア形成を実現する環境を個人向けに提供している

スキル分析

希望職種・業務

追加したいスキル
（使えるバウチャー選択）

資格の確認
（追加したい資格）

スキルの確認
（追加したいスキル検討）

出典：”MySkillsFuture - Skills Passport”

スキルマッチスコア

ジョブマッチング

”my careers future – Search Jobs”出典：”my careers future – Boost Your Career”

My Skills Future My Careers Future

Career Finderでスキルにあった適職探し

https://www.myskillsfuture.gov.sg/content/portal/en/individual/skills-passport.html#timeline
https://www.mycareersfuture.gov.sg/
https://careersfinder.mycareersfuture.gov.sg/
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（海外参考②）CompTIAによるデータの可視化（アメリカ）
（賃金レンジ、ジョブ数、必要なスキル、必要となる試験・資格など）

出典：CompTIA https://www.comptia.org/content/it-careers-path-roadmap



労働者が自己啓発を行う上での問題点

出典：厚生労働省「令和５年度能力開発基本調査（個人調査）」を基に加工し作成
15

• 時間や費用に加え、自分の目指すキャリアや受講コースがわからないなど、情報不足関連の指摘も多い。



対応方針：継続的な学びのための仕掛け

個人の学びのスイッチを入れ、学び続けるためのモチベーションを維持する仕掛け

✓ 自身がこうなりたいという人物像、キャリアのイメージがある

✓ 何を学ぶべきか、学びのステップが明確

✓ 学んだことを役立てる場がある、評価を得ることができる

（個人）
◼ 保有スキルのデジタル証明（デジタルクレデンシャル）で、スキル情報を利用可能に
◼ 蓄積したスキル情報から生成されるデジタル人材全体のスキルトレンドを参照
◼ スキルベースで目的をもったキャリア形成を実現

（リスキリング産業）
◼ ニーズを踏まえたコンテンツの迅速な供給

（労働市場）
◼ スキル情報を共通言語とする求職・求人が広がる
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スキル情報登録
教育／試験／評価

デジタル人材育成・DX推進 プラットフォーム

目指すべき姿：スキルベースで学び続け、評価され、キャリア設計する個人起点のスキルアップ

大学・高専生小・中・高校生 社会人・シニア

学びの楽しさ

興味・夢
学びのきっかけと何を学ぶかがわかる

キャリア・就職
学びのステップ・仕事の選択がわかる

リスキリング・転職
学びを何に役立てるか、
何を学ぶべきかがわかる

自己実現・
キャリア意識

スキルベースの
評価・待遇

先人・賢人を知る
人材モデル・先輩談

学びの指針を得る
楽しい学びを経験

カリキュラム・講座

自分の位置を知る
関連ニュース・

スキル・業界動向

誇れる・褒められる
スキル証明・試験・

プレイアップ

働きがいを感じる
スキルベースの

就職・転職情報

学び合う仲間と会う
相談・協働・発現

機能別の
コミュニティ

デジタル
スキル標準

キャリア
ロードマップ

情報処理
技術者試験

マナビDX
（学習ポータル）

スキル情報
ID

スキルトレンド
情報

スキル
アセスメント
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【個人】 スキル情報の蓄積・可視化を通じた
継続的な学びと目的をもったキャリア形成

【企業】 デジタルスキル標準に基づ
く人材育成・人材の確保

【研修事業者】 デジタルスキル標準に
基づくリスキリング支援・市場の拡大

（IPA）デジタル人材育成・DX推進プラットフォーム
✓ スキル情報の蓄積・可視化を可能とする個人向けアカウントの立ち上げ
✓ デジタルスキル標準の活用推進
✓ 情報処理技術者試験、リスキリングで得たスキル情報の蓄積と証明
✓ スキル情報の分析と共有を通じたリスキリング機会の拡大

デジタルスキル情報の蓄積・可視化を通じた継続的な学びの実現

⚫ 生成AI時代には変化をいとわず学び続けることが必要。自身の目標に向けてスキルアッ
プを続けるデジタル人材が一層活躍できる環境を整備する必要。

⚫ そのため、個人のデジタルスキル情報の蓄積・可視化によりデジタル技術の継続的な学
びを実現するとともに、スキル情報を広く労働市場で活用するための仕組みを検討。

情報登録
教育・試験

DX支援サービスDX認定申請・活動報告スキルトレンド講座申請・活動報告

18

スキルが
労働市場の
「共通言語」
となる世界

出典：第33回 産業構造審議会総会「参考資料2-③」（2024年8月1日）を一部加工



２．デジタル人材のスキル・学習の在り方
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デジタル田園都市国家構想：デジタル人材の育成目標

• 政府全体で2022年度から2026年度までに230万人育成目標を掲げ、関係省庁で取組を実施。

• 2023年度は目標の約35万人に対し、約51万人を育成（達成率約146％）。

【文部科学省】
• 数理・データサイエ

ンス・AI教育プロ
グラム認定制度

【経済産業省】
• デジタルスキル標準
• デジタル人材育成プラットフォーム
• 情報処理技術者試験
• DX認定

【厚生労働省】
• 教育訓練給付制度（個人向け）
• 人材開発支援助成金（企業向け）
• 公的職業訓練
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2022年度実績

51

新社会人（年100万人） 現役社会人（6,800万人）

デジタル推進人材
2022年度から2026年度の5年間で230万人育成

ビジネス
アーキテクト

データサイ
エンティスト

ソフトウェア
エンジニア

デザイナー
サイバー

セキュリティ

民間企業
等が独自に
取り組む
人材育成

（万人）

+

（各年度の人材育成目標と実績）

20
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デジタル人材の継続的なスキルアップの要素

⚫ デジタルスキル標準
（2022.12）

⚫ 生成AI対応改訂①
（2023.８）

⚫ 生成AI対応改訂②
（2024.7）

⚫ 情報処理技術者試験

⚫ 民間資格・検定

⚫ 民間スキルアセスメント

⚫ 民間コンテンツ（各種Eラーニング）

⚫ 日本リスキリングコンソーシアム

⚫ デジタル人材育成プラットフォーム
（マナビDX）

⚫ 地域の産学官による人材育成

スキル可視化
学習コンテンツ
・実践的教育

能力保証
・効果測定
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デジタルスキル標準（DSS）

• デジタル化の担い手の変化を踏まえ、DX時代の人材像をデジタルスキル標準（DSS）
として整理・公表。個人の学習や企業の人材確保・育成の指針に。

• DSSの活用を通じ、全員がDX推進を自分事ととらえ、企業全体として変革への受容性を
高める。

⚫ DX推進に主に必要な５つの人材類型、各類型間の連携、
役割（ロール）、必要なスキルと重要度を定義し、各スキル
の学習項目例を提示

⚫ ビジネスパーソン一人ひとりがDXに参画し、その成果を仕事や生活
で役立てる上で必要となるマインド・スタンスや知識・スキル（Why、
What、How）を定義し、それらの行動例や学習項目例を提示

全てのビジネスパーソン（経営層含む）

全てのビジネスパーソンが身につけるべき知識・スキルを定義

<DXリテラシー標準>

DXを推進する人材

<DX推進スキル標準>

DXを推進する人材類型の役割や習得すべきスキルを定義

社会変化の中で新たな価値を生み出すために必要な意識・姿勢・行動

ビジネスの場で活用
されているデータやデ
ジタル技術

データやデジタル技
術の利用方法、活
用事例、留意点

社会、顧客・ユー
ザー、競争環境の
変化

Why
DXの背景

What
DXで活用される
データ・技術

How
データ・技術の
利活用

マインド・スタンス

データやデジタル
技術を活用した
製品・サービスや
業務などの変革

ビジネスアーキテクト

デザイナー データ
サイエンティスト

ソフトウェア
エンジニア

サイバー
セキュリティ

デジタルスキル標準（DSS） https://www.ipa.go.jp/jinzai/skill-standard/dss/

https://www.ipa.go.jp/jinzai/skill-standard/dss/


DXリテラシー標準

• 「DXリテラシー標準」は、働き手一人ひとりがDXに参画し、その成果を仕事や生活で役
立てるうえで必要となるマインド・スタンスや知識・スキルを示す、学びの指針として策定。
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✓ 社会変化の中で新たな価値を生み出すために必要な意識・姿勢・行動を定義
→ 個人が自身の行動を振り返るための指針かつ、組織・企業がDX推進や持続的成長を実現するため

に、構成員に求める意識・姿勢・行動を検討する指針とする

✓ ビジネスの場で活用さ
れているデータやデジタ
ル技術に関する知識を
定義

→DXリテラシーとして身に
付けるべき知識の学習の
指針とする

✓ ビジネスの場でデータや
デジタル技術を活用す
る方法や留意点に関す
る知識を定義

→DXリテラシーとして身に
付けるべき知識の学習の
指針とする

✓ DXの重要性を理解す
るために必要な、社会、
顧客・ユーザー、競争
環境の変化に関する知
識を定義

→DXリテラシーとして身に
付けるべき知識の学習の
指針とする

Why
DXの背景

What
DXで活用される

データ・技術

How
データ・技術の活用

マインド・スタンス

働き手一人ひとりが「DXリテラシー」を身につけることで、
DXを自分事ととらえ、変革に向けて行動できるようになる

標準策定のねらい
■全体像



DX推進スキル標準の体系

• DSS-Pは、DXを推進する専門性を持った人材を対象としたもので、主な人材を５つに類型化し、そ
れぞれの類型ごとに活躍する場面や役割の違いを想定した計15のロールを定義している。
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人材類型
ビジネス

アーキテクト
デザイナー

データ
サイエンティスト

ソフトウェア
エンジニア

サイバー
セキュリ
ティ

ロール
ビ
ジ
ネ
ス
ア
ー
キ
テ
ク
ト

 

（
新
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開
発
）
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業
の
高
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化
）
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社
内
業
務
の
高
度
化
・
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率
化
）

サ
ー
ビ
ス
デ
ザ
イ
ナ
ー

Ｕ
Ｘ
／
Ｕ
Ｉ
デ
ザ
イ
ナ
ー

グ
ラ
フ
ィ
ッ
ク
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デ
ー
タ
エ
ン
ジ
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ア

フ
ロ
ン
ト
エ
ン
ド
エ
ン
ジ
ニ
ア

バ
ッ
ク
エ
ン
ド
エ
ン
ジ
ニ
ア
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ラ
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ド
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ア
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Ｓ
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Ｅ

フ
ィ
ジ
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ル
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グ 

エ
ン
ジ
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ア

サ
イ
バ
ー
セ
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ュ
リ
テ
ィ 

マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー

サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
イ 

エ
ン
ジ
ニ
ア

カテゴリー

サブ
カテゴ
リー

スキル
項目

学習
項目例

ビジネス
変革

データ
活用

テクノロジ

セキュリ
ティ

パーソナル
スキル

12の
サブ
カテゴ
リーに
分類

49の
スキル
項目
に
細分
化

スキル
項目
ごとに
230
の
学習
項目
例を
提示

スキル項目ごとに各ロールで求められるスキルの重要度をa～dの4段階で提示

重要度【凡例】
a・・・高い実践力と専門性が必要
b・・・一定の実践力と専門性が必要
c・・・説明可能なレベルでの理解が必要
d・・・位置づけや関連性の理解が必要



DX推進スキル標準 - 共通スキルリストの全体像

カテゴリー サブカテゴリ― スキル項目

テクノロジー

ソフトウェア開発 コンピュータサイエンス

チーム開発

ソフトウェア設計手法

ソフトウェア開発プロセス

Webアプリケーション基本技術

フロントエンドシステム開発

バックエンドシステム開発

クラウドインフラ活用

SREプロセス

サービス活用

デジタルテクノロジー フィジカルコンピューティング

その他先端技術

テクノロジートレンド

セキュリティ

セキュリティマネジメント セキュリティ体制構築・運営

セキュリティマネジメント

インシデント対応と事業継続

プライバシー保護

セキュリティ技術 セキュア設計・開発・構築

セキュリティ運用・保守・監視

パーソナル
スキル

ヒューマンスキル リーダーシップ

コラボレーション

コンセプチュアルスキル ゴール設定

創造的な問題解決

批判的思考

適応力

カテゴリー サブカテゴリ― スキル項目

ビジネス変
革

戦略・マネジメント・システム ビジネス戦略策定・実行

プロダクトマネジメント

変革マネジメント

システムズエンジニアリング

エンタープライズアーキクチャ

プロジェクトマネジメント

ビジネスモデル・プロセス ビジネス調査

ビジネスモデル設計

ビジネスアナリシス

検証（ビジネス視点）

マーケティング

ブランディング

デザイン 顧客・ユーザー理解

価値発見・定義

設計

検証（顧客・ユーザー視点）

その他デザイン技術

データ活用

データ・AIの戦略的活
用

データ理解・活用

データ・AI活用戦略

データ・AI活用業務の設計・事
業実装・評価

AI・データサイエンス 数理統計・多変量解析・データ可視
化

機械学習・深層学習

データエンジニアリング データ活用基盤設計

データ活用基盤実装・運用 25



（例）データサイエンティスト（データサイエンスプロフェッショナル）のスキル体系

データサイエンスプロフェッショナル

データの処理や解析を通じて、顧客価値を拡大する業務の変革やビジネスの創出につながる有意義な知見を導出する

データサイエンティスト

• AI・データサイエンス領域の専門知識に基づくデータの処理・解析を行い、その結果を適切に評価・分析する
• データの処理・解析結果から、新規事業の創出や現場業務の変革・改善につながる知見を生み出し、適切に可視化を行う
• 現場部門でのデータ活用の仕組みづくりやエンドユーザーに対する教育・サポートを行う
• データ活用の仕組みの運用状況や新たなビジネス要求を踏まえて、分析モデルの改善を行う
• AI・データサイエンス領域の新技術を把握し、その可能性を検証する

カテゴ
リー

サブ
カテゴリ―

スキル項目
重要
度

ビジネス
変革

戦略・マネ
ジメント・
システム

ビジネス戦略策定・実行 d

プロダクトマネジメント c

変革マネジメント c

システムズエンジニアリング c

エンタープライズアーキク
チャ

d

プロジェクトマネジメント c

ビジネスモ
デル・プロ

セス

ビジネス調査 d

ビジネスモデル設計 c

ビジネスアナリシス c

検証（ビジネス視点） c

マーケティング d

ブランディング d

デザイン

顧客・ユーザー理解 c

価値発見・定義 c

設計 d

検証（顧客・ユーザー視点） b

その他デザイン技術 d

カテゴリー
サブ

カテゴリ―
スキル項目

重要
度

データ
活用

データ・AI
の

戦略的活用

データ理解・活用 b

データ・AI活用戦略 c

データ・AI活用業務の設計・事業実
装・評価 b

AI・
データサイ
エンス

数理統計・多変量解析・データ
可視化 a

機械学習・深層学習 a

データ
エンジニア
リング

データ活用基盤設計 c

データ活用基盤実装・運用 c

テクノロ
ジー

ソフトウェ
ア開発

コンピュータサイエンス b

チーム開発 b

ソフトウェア設計手法 c

ソフトウェア開発プロセス c

Webアプリケーション基本技術 d

フロントエンドシステム開発 d

バックエンドシステム開発 d

クラウドインフラ活用 d

SREプロセス c

サービス活用 c

カテゴリー
サブ

カテゴリ
―

スキル項目 重要度

テクノロ
ジー

デジタル
テクノロ
ジー

フィジカルコンピューティ
ング c

その他先端技術 c

テクノロジートレンド c

セキュリ
ティ

セキュリ
ティ

マネジメン
ト

セキュリティ体制構築・運
営

d

セキュリティマネジメント c

インシデント対応と事業継
続 c

プライバシー保護 b

セキュリ
ティ
技術

セキュア設計・開発・構築 d

セキュリティ運用・保守・
監視

d

パーソナル
スキル

ヒューマン
スキル

リーダーシップ z

コラボレーション z

コンセプ
チュアル
スキル

ゴール設定 z

創造的な問題解決 z

批判的思考 z

適応力 z

DXの推進に
おいて担う責任

主な業務

必要なスキル

ロール

人材類型

【重要度凡例】
a 高い実践力と専門性が必要
b 一定の実践力と専門性が必要
c 説明可能なレベルで理解が必要
d 位置づけや関連性の理解が必要
z 役割や状況に応じた実践力が必要
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生成AI時代のDX推進に必要な人材・スキルの考え方（令和５年８月）＜概要＞

⚫ 生成AIの技術は、ビジネス機会の創出や様々な社会課題の解決などに資することが期待されている。

⚫ 生成AIの利用を通じた更なるDXの推進に向けて、本年６月から「デジタル時代の人材政策に関する検討会」において、生成AIを
適切かつ積極的に利用する人材・スキルの在り方について集中的に議論し、現時点で採るべき対応を「アジャイル」に取りまとめた。

⚫ なお、生成AIやその利用技術は絶え間なく進展しているため、人材・スキルに与える影響について、今後とも議論を続ける。

（２）人材育成やスキルに及ぼす影響（１）生成AIがもたらすインパクト

➢ 生成AIは、使いやすさにより年代を問わ

ず広まり、専門業務の代行にも寄与

➢ ホワイトカラーの業務を中心に、生産性や

付加価値の向上等に寄与、大きなビジネ

ス機会を引き出す可能性

➢ 企業視点では、生成AI利用によるDX推

進の後押しを期待、そのためには経営者

のコミットメント、社内体制整備、社内教

育の他、顧客価値の差別化を図るデザイ

ンスキル等が必要

➢ 人材育成と技術変化のスピードのミスマッチに留意し、環境変化をいとわず、主体的に学び続ける必要

➢ 生成AIを適切に使うスキル（指示の習熟）とともに、従来のスキル（批判的考察力等）も重要

➢ 自動化で作業が大幅に削減され、専門人材も含めて人の役割がより創造性の高いものに変わり、人間

ならではのクリエイティブなスキル（起業家精神等）やビジネス・デザインスキル等が重要に

➢ 生成AIの利用によって社会人が業務を通じて経験を蓄積する機会の減少を認識する必要

（３）生成AI時代のDX推進に必要な人材・スキル（リテラシーレベル）の考え方

①マインド・スタンス（変化をいとわず学び続ける）やデジタルリテラシー（倫理、知識の体系的理解等）

②言語を使って対話する以上は必要となる、指示（プロンプト）の習熟、言語化の能力、対話力等

③経験を通じて培われる、「問いを立てる力」「仮説を立てる力・検証する力」等

（５）経済産業省における政策対応

➢ ｢デジタルスキル標準（DSS）」の見直し

➢ 「マナビDX」への生成AI利用講座の掲載

➢ 「ITパスポート試験」のシラバス改訂やサンプル問題の公開 等

（６）中長期的な検討課題

➢専門的なレベルでの人材育成やスキルへの影響の継続検討

➢ 「デジタルスキル標準」の更なる見直し検討

➢ 「情報処理技術者試験」の出題内容等の見直し検討

（４）生成AIをDX推進に利用するために

➢部分的な業務効率化のみならず、全社的なビジネスプロセス・組織の変革、製品・サービス・ビジネスモデル変革に繋げることが重要

➢ まずは適切に使い、生成AIのリテラシーを有する人材を増やすフェーズ、そのための経営層の理解や社内体制等が重要

➢企業価値向上に繋げるため、生成AIの利用スキル等を社員が身につけるための社内教育、担い手確保に取り組む大きな機会
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生成AI時代のDX推進に必要な人材・スキルの考え方2024 （令和6年6月）＜概要＞
～変革のための生成AIへの向き合い方～

⚫ 生成AI技術は急速に進展し、国内企業の導入が加速も、本格的な利活用には課題

⚫ 生成AIの利活用を妨げる課題と解決に向けた示唆、生成AI時代のDX推進人材のスキル、政策対応を取りまとめ

（３）生成AI時代のDX推進に必要な人材・スキル

（１）生成AIの利活用の現在地
➢開発者の貢献や企業の前向きな生成AI導入（国内企業の生成AIの社内利活用・推進は１年前から大きく進展）

➢一方、組織として生成AIの日常業務への組み込み、新サービス創出、これを後押しする経営層の関与が停滞（世界平均より低い）

➢生成AIの業務での活用により知識や技術が補填されるため、DX

推進人材はより創造性の高い役割としてリーダーシップや批判的

思考などパーソナルスキルやビジネス・デザインスキルが重要となる

➢DX推進人材には「問いを立てる力」や「仮説を立て・検証する力」、

に加えて「評価する・選択する力」が求められる

＜経済産業省における政策対応＞

➢ 「デジタルスキル標準」（DSS）の見直し

（４）生成AIを利活用するための人材・スキルのあり方に関する対応

➢ 「デジタルガバナンス・コード」の見直し ➢AI学習機会の裾野の拡大

➢生成AI時代に求められる継続的な学びの実現に向けた環境整備

（２） 生成AI利活用の課題、解決策と今後

➢組織として生成AIを日常業務に組み込んで利用する取

組や、新たなサービス創出につながる活用、また、これを後

押しするような経営層の関与において停滞

➢利活用を妨げる課題解決に向けた示唆

・生成AIへの理解不足と向き合い方

目的志向のアプローチ、環境整備と実験、答えでなく問いを深める

・経営層の姿勢、関与

経営層自身がビジョン・方針を定め、変革推進人材の役割を定義

・推進人材とスキル

スキルトレンドをデータドリブンに捉え、人材定義・教育・活躍の場作り

・データの整備

全社的なデータマネジメントとデータ「目利き」人材の育成・確保

➢経験機会の喪失と実践的な教育・人材育成

➢開発生産性の革新で、新たなベンダー・ユーザーの契機

求められるスキル

・ビジネスアーキテクト：選択肢から適切なものを判断する選択・評価する力

・デザイナー：独自視点の問題解決能力、顧客体験を追求する姿勢

・データサイエンティスト：利活用スキル（使う、作る、企画）、背景理解・対応ス

キル（技術的理解、技術・倫理・推進の各課題対応）

・ソフトウェアエンジニア：AIスキル（AIツールを使いこなす）、上流スキル（設計・

技術面でビジネス側を牽引）、対人スキル

・サイバーセキュリティ：AI活用の利益とリスク評価、社内管理スキル、

コミュニケーションスキル

28
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デジタルスキル標準の改訂＜概要＞（令和6年7月）

• 急速に普及する生成AIの影響を踏まえ、「DX推進スキル標準（DSS-P）」を改訂

し、補記の追加と共通スキル項目の見直しを実施。主なポイントは以下３点。

活用する
DX推進人材の自身の業務における生成AIの活用例
調査、デザイン作成、データ生成・プログラミング支援、セキュリティ検知等

開発、提供
する

DX推進人材が顧客・ユーザーへ生成AIを組み込んだ製品・サービスを開発、提供する際の行動例
生成AIのもたらす価値定義、データの収集・整備、生成AIモデルの設定（チューニング、RAG等）、ガイ
ドラインの策定等

（主な追加・変更項目）
✓大規模言語モデル・画像生成モデル・オーディオ生成モデル
✓生成AI（プロンプトエンジニアリング、コーディング支援、ファインチューニング、
生成AIの技術活用、生成AI開発）

生成AIの影響を踏まえて、カテゴリー「データ活用」「テクノロジー」の学習項目例を追加・変更

補記の追加

補記の追加

追加・変更

生成AIを含む新技術への向き合い方・行動の起こし方

DX推進人材における生成AIに対するアクション

共通スキルリスト

1. 新技術に触れた上でのインパクト・リスクの見極め

2. 新技術を用いるための仕組み構築と、DXを推進する組織・人材への変革促進

3. 新技術の変化のスピードに合わせたスキルの継続的な習得

1

２

３



• 民間が提供する講座をスキル標準（スキル・レベル）に紐付け一元的に提示するポータルサイト。
（現在：約230社約730講座）情報処理推進機構（IPA）が審査・運営。

• 一定レベル以上の認定講座について、厚生労働省が定める要件を満たした場合は、専門実践教育
訓練給付（個人向け）、人材開発支援助成金（企業向け）の対象となる。

コンテンツ
掲載

デジタル
スキル標準

学習コンテンツ提供事業者

等

学習
修了証

利用者（個人・企業）
必要とする人材像を目標として、デジタル
スキル標準で整理された学習コンテンツを
使い、学習や社内教育を行う

学習コンテンツ

ビジネスアーキテクト

ソフトウェアエンジニア

データサイエンティストデザイナー

サイバーセキュリティ

講座情報
検索

① 全てのビジネスパーソン向けのDXリテラシー標準、
② ＤＸ推進人材向けのDX推進スキル標準を整備し、

それに基づき市場で提供されている学習コンテンツを
整理し、掲載。

DXリテラシー

30

ポータルサイト「マナビDX（デラックス）」



（参考）マナビDXの掲載講座例（現在 約230社・約730講座）

レベル１
（初歩的知識）

283講座

レベル２
（基本的知識）

162講座

レベル４
（専門的知識）

164講座

レベル３
（応用的知識）

72講座

リテラシーに関する講座
（例）データ・技術の活用事例、DXの背景～社会の変化、AI、ツールの活用

ビジネス
アーキテクト

デザイナー データ
サイエンティスト

ソフトウェア
エンジニア

サイバー
セキュリティ

第四次産業革命スキル習得講座 221講座
→本年10月以降開講講座よりレベル３も対象に（約70講座を認定）

・事業企画
・変革マネジメント

・プロセスデザイン
・人間中心設計プロ
セス

・深層学習実践
・データサイエンス実践

・Webエンジニア
・アプリ開発実践

・システム監査
・支援士試験

・デザイン思考入門
・イラレ、フォトショ

・サービスデザイン
・UI/UXデザイン

・機械学習応用
・データ分析応用

・サーバー構築
・CompTIA
Cloud+

・ハッキング手法
・インシデント対応

・プロマネ入門
・アジャイル基礎

・PMP
・CompTIA
Project+

・AI基礎
・Python初級

・クラウド基礎
・DB基礎

・CompTIA
Security+

・DevSecOps

31
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（参考）マナビDXへの登録講座・登録企業者数と受講者数

218 218 224 224 224
257 266 275 282 294

336 342

377 385
400

425

469
489

525
545

560
584 593

634

71 71 80 85 85 92 92 92 93 93
110 116 127 138 141 153 160 167 171 177 182 184 188 199

0

100

200

300

400

500

600

700

登録講座数

登録企業数

2022年度受講者数
リテラシーレベル：約4.6万人
推進レベル     ：約1.4万人

2023年度受講者数
リテラシーレベル：約10万人
推進レベル  ：約2.2万人

※現在 約230社、約730講座
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（参考）デジタルスキル標準に準拠した教育コンテンツの拡大（掲載講座例）

DSS-P DSS-L

※マナビDX（2024年10月22日時点）において、DSS-PとDSS-L（有料のみ）それぞれに紐付いている講座数の上位企業を掲載（４講座以上）



• 700講座を超え、増加する選択肢をどう活用するか（⇒受講者の選択に資するガイドや診断ツールへの期待）

• 受講者の需要やモチベーションの喚起（⇒キャリアパスの明示、共同コンテンツ開発（３．））

• 個人ユーザーが主体（⇒法人へのマナビDXを通じたアピール）

２．マナビDXの課題

34

（参考）マナビDXを通じた教育コンテンツ産業の拡大：事業者との対話

３．マナビDXの更なる可能性（教育コンテンツ産業の発展への貢献）

• 事業者コミュニティ、同業他社との交流の場の立ち上げ（※新興の業界であり、お互いを知らない状況）

• クローズドコミュニティにおけるノウハウの共有、協業の実現

• 受講者向けコンテンツの共同作成（例：PR資料、キャリアパスの明示）

• 客観的な指標（デジタルスキル標準）で、各社講座をカテゴリ分けしたり、共通スキルに紐付けられる

• ポータルの情報発信力

• 公的プラットフォームの信頼性（例：受講者が安心して選択できる、自治体入札条件としての活用、ハイレベル
な講座は助成金対象）

１．マナビDXの価値
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情報処理技術者試験・情報処理安全確保支援士試験

⚫ 国内最大級の国家試験（年68万人応募）、R5FY合格者24.6万人（ITパスポート13.3万、他11.3万）。

⚫ ITパスポート、基本情報、セキュリティマネジメント試験は、CBT方式で通年試験。

⚫ 情報システムを構築・運用する「技術者」から、利用する「エンドユーザー」まで、幅広いIT人材を対象に、ITに関
する知識・技能を客観的に評価し、人材育成・確保に貢献。

⚫ DX推進を担う人材に必要な素養や専門スキルに対応するよう、出題内容の見直しを随時実施。

職業人が共通に備えて
おくべき情報技術に関
する基礎的な知識の確
認であり、全ての社会
人向け

情報システムの利用部
門で情報セキュリティ
リーダーとして、情報
セキュリティが確保さ
れた状況を実現し、維
持・改善する人向け

高度デジタル人材となるために必要な
基本的知識・技能をもち、実践的な活
用能力を身に付けた人向け

高度デジタル人材とな
るために必要な応用的
知識・技能をもち、高
度IT人材としての方向
性を確立した人向け

高度デジタル人材と
して確立した専門分
野を持った人向け

令和5年度 応募者数 約4.0万人
合格者数 約2.6万人

令和5年度 応募者数 約29.8万人
合格者数 約13.3万人 令和5年度 応募者数 約14.1万人

合格者数 約5.7万人

令和5年度 応募者数 約10.6万人
合格者数 約1.8万人

令和5年度 応募者数 約9.9万人
合格者数 約1.2万人

出典：情報処理推進機構HP「試験区分一覧」、「統計情報」
を基に作成
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各試験の概要
試験名 試験概要

ITパスポート セキュリティ、ネットワークなどのITの知識をはじめ、経営戦略、マーケティング、財務、法務など経営全般に関する知識、プロジェクトマネ
ジメントの知識など幅広い分野の総合的知識を問う。

情報セキュリティマ
ネジメント

情報セキュリティマネジメントの計画・運用・評価・改善を通して組織の情報セキュリティ確保に貢献し、脅威から継続的に組織を守るた
めの基本的なスキルを認定。

基本情報技術者 プログラミングやコンピュータサイエンスを基礎から体系的に習得し、論理的思考力を養うことができる。また、情報セキュリティ、ネットワーク、
データベースなどITに関する知識を幅広く習得することで、システム開発、IT基盤構築などの局面で役立つ力を身に付けることができる。

応用情報技術者
ケーススタディによる出題を通じて、業務分析力、問題発見・解決力、マネジメント力などを養うことができる。また、プ口ジェクトマネジメン
卜、システムアーキテクチャ設計、情報セキュリティ、ネットワークなどIT関連業務において、即戦力として活躍できる幅広い知識と実践
力を身に付けることができる。

ITストラテジスト 経営戦略に基づいてIT戦略を策定し、ITを高度に活用した事業革新、業務改革、及び競争優位を獲得する製品･サービスの創出を
企画･推進して、ビジネスを成功に導くCIOやCTO、ITコンサルタントを目指す方に最適。

システムアーキテク
ト

システム開発の上流工程を主導する立場で、豊富な業務知識に基づいて的確な分析を行い、業務ニーズに適した情報システムのグラ
ンドデザインを設計し完成に導く、上級エンジニアを目指す方に最適。

プロジェクトマネー
ジャ

プロジェクトを取り巻く環境変化やステークホルダの多様な要求に柔軟に対応しながら、プロジェクトを確実に成功に導くマネージャを目
指す方に最適。

ネットワークスペ
シャリスト

ネットワークの固有技術からサービス動向まで幅広く精通し、目的に適合した大規模かつ堅牢なネットワークシステムを構築し運用でき
るネットワークエンジニアやインフラ系エンジニアを目指す方に最適。

データベーススペ
シャリスト

企業活動を支える膨大なデータ群を管理し、パフォーマンスの高いデータベースシステムを構築して、顧客のビジネスに活用できるデータ
分析基盤を提供するデータベース管理者やインフラ系エンジニアを目指す方に最適。

エンベデッドシステ
ムスペシャリスト

IoTが進展する中で、新たな機能を実現するために、ハードウェアとソフトウェアを適切に組み合わせたシステムの企画・開発を推進し、必
要な機能・性能・品質・セキュリティなどを確保する、組込み・IoT系のフルスタックエンジニアを目指す方に最適。

ITサービスマネー
ジャ

顧客ニーズを踏まえ、日々の継続的改善を通じて安全性と信頼性の高いITサービスを最適なコストで安定的に提供し、IT投資効果を
最大化できるITサービスマネージャを目指す方に最適。

システム監査技術者 情報システムに係るリスクを分析し、コントロールを評価・検証することによって、組織体の目標達成に寄与し、利害関係者に対する説明
責任を果たす監査人や情報システム責任者などを目指す方に最適。

情報処理安全確保支
援士

サイバーセキュリティリスクを分析・評価し、組織の事業、サービス及び情報システムの安全を確保するセキュリティエンジニアや、技術・
管理の両面から有効な対策を助言・提案して経営層を支援するセキュリティコンサルタントを目指す方に最適。

出典：情報処理推進機構HP「全試験区分紹介チラシ」を基に作成



37

各試験の合格者累計、合格率

出典：情報処理推進機構HP「統計情報」を基に作成

1969年度（昭和44年度）～2023年度（令和5年度）までの全試験合格者累計は約360

万人。各試験の合格率は61.1％～8.8％。

各試験合格者累計（1969年度～2023年度） 各試験合格率（1969年度～2023年度）

3,592,415 532,147 

107,860 

12,896 

10,075 

12,652 

37,135 

59,386 

28,847 

36,728 

17,828 

421,695 

1,250,212 

141,712 

923,242 

合計

その他旧試験区分

支援士

システム監査技術者

ITサービスマネージャ

エンベデッド

データベース

ネットワーク

プロジェクトマネージャ

システムアーキテクト

ITストラテジスト

セ応用情報技術者試験

セ基本情報技術者試験

セキュマネ

ITパスポート
試験 合格率

ITパスポート 51.3％

セキュマネ 61.1％

基本情報技術者 19.5％

応用情報技術者 17.3％

ITストラテジスト 10.7％

システムアーキテクト 8.8％

プロジェクトマネージャ 11.5％

ネットワーク 8.9％

データベース 12.7％

エンベデッド 15.3％

ITサービスマネージャ 10.8％

システム監査技術者 9.3％

支援士 15.2％
単位：人

※合格率は「合格者数/受験者数：％」を示す
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情報処理技術者試験（全試験）の応募者数、合格者数の推移

• IT学習意欲の高まりにより、ITパスポート試験の伸びに支えられ、応募者数・合格者
数ともに試験全体では増加傾向。

613,848 

623,596 

576,339 

488,879 

469,446 

456,876 

453,858 

499,062 

515,460 

534,518 

548,890 

300,060 

548,863 

599,247 

683,295 

145,836 

118,896 

117,554 
84,497 

81,216 

83,797 

87,976 

120,119 

112,826 

121,136 

128,954 

120,702 185,425 

202,270 

246,700 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000
応募者数 合格者数

全体としては増加傾向

（人）

注：2020年度は新型コロナの影響により春季試験が中止となったため数値が下振れしている 出典：情報処理推進機構HP「統計情報」を基に作成
注：ここでの「情報処理技術者試験（全試験）」は支援士試験も含む
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人材育成政策・国家試験の変遷

情報処理振興事業協会等に
関する法律制定時（S45）

① 情報処理技術者に目標を示し、刺激を与えることによって、その技術の向上に資すること。

② 情報処理技術者として備えるべき能力についての水準を示すことにより学校教育、職業内教育、
企業内教育等における教育の水準の確保に資すること。

③ 電子計算機を利用する企業、官庁等が情報処理技術者の採用等を行う際に役立つように客観
的な評価の尺度を提供し、これを通じて情報処理技術者の社会的地位の確立をはかること。

情報産業部会情報化人材対
策小委員会（H5）

①情報処理技術者の能力に関する客観的な評価基準を提供。

②本試験による情報処理技術者の育成及び自己研鑽の目標。

情報産業部会情報化人材対
策小委員会（H11）

①新卒者及び新入社員等の自己研鑽の目標として機能すること。

②ＩＴエンジニア等社会人が自らのエンプロイアビリティの向上、一定の人材像を実現するための道標
としての機能を果たすこと。

③企業（ＩＴベンダー）にとって最大の投資である人材育成の指標となること。

④合格者の知識・技術等が、試験に関する特定分野に関して、一定水準以上であることの社会的信
用を付与すること。

情報経済分科会情報サービス・
ソフトウェア小委員会人材育成
WG（H19）

基本的な人材育成メカニズムとして機能。

情報経済分科会人材育成Ｗ
Ｇ（H24）

技術者の知識とスキルレベルを測り認定する試験。

セキュリティ人材の確保に関する
研究会（H27）

ＩＴ人材の育成や客観的な評価尺度として活用。

※委員会、WGは、産業構造審議会の下に設置



• 2023年度の高度試験合格者（学生を除く）の部門別では情報システム部門が
49％、業種別では情報サービス業が51％。

【2023年度高度試験合格者（学生を除く）】 注：ここでの高度試験は支援士試験も含む
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51% 8% 4% 4%4%
2%

2% 25%

情報サービス業 製造業

官公庁、公益団体 金融・保険業、不動産業

運輸・通信業 サービス業

コンピュータ及び周辺機器製造又は販売業 その他

49%
3%

1%
1%

0.7%

0.6% 0.4%

0.3%

44%

情報システム 研究・開発 営業・販売（IT）

調査・企画 教育・研修 総務・人事

製造 営業（非IT） その他

●部門別割合 n=11,588人

注：情報サービス業は「ソフトウェア業」、「情報処理・提供サービス業」の合計

●業種別割合 n=11,588人

注：情報システムは「システム化戦略・企画・計画」、「プロジェクト管理」、「システム設計」、「プログラム開発」、「ネットワーク技術支援」、「データベース技術支援」、「エン
ベデッドシステム開発」、「情報セキュリティ技術支援・管理・運用」、「ITサービスマネジメント（システム管理運用）」、「システム監査」の合計

情報システム

情報サービス業

その他

その他

高度試験合格者は情報システム部門／情報サービス業に集中

出典：情報処理推進機構HP「統計情報」を基に作成



IT企業・事業会社の間の人材流動も限定的

• IT企業から事業会社に直近2年で転職した人は6.2％と、2022年度と比べると微増
しているが、IT企業間での人材流動が7.1%と引き続き首位。

出典：情報処理推進機構「デジタル時代のスキル変革等に関する調査(2023 年度)全体報告書」（2024年.7月）から抜粋 41



ITパスポート試験の活用状況

• 職業人として誰もが備えておくべきITに関する基礎的知識を測るため、2009年度から開始。2024
年4月から、生成AI関連の問題を追加した試験を実施。

• 近年、応募者数は急増中。中でも、DX推進のための社員のリテラシー向上を背景に、特に非IT
系企業において応募者数が急増。中でも金融・保険業においてその傾向が顕著。

出題分野

＜2024年度から追加＞
生成AIに関する出題例
①システム開発に生成AIを
活用する理由
②ハルシネーションの意味
③生成AI基盤モデルの特徴
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39,938

179,437

36,818

7,580 12,153

IT系企業 非IT系企業 大学 専門学校 高校

81,063

23,148
17,449 14,482

9,751

金融・保険業等 製造業 サービス業 卸売・小売業等 官公庁等

非IT系企業
前年度比118.4％

製造業
前年度比134.9％

② 勤務先別応募者数推移 ③ 非IT系上位5業種応募者数推移

117,923

146,971

244,254
253,159

297,864

2019 2020 2021 2022 2023

① 直近5年間応募者数推移

経営全般

ＩＴ技術

ストラテジ系

テクノロジ系

経営戦略、財務、法務など経営全般に
関する基本的な考え方、特徴等

ネットワーク、セキュリティ、データベース等
IT技術に関する基本的な考え方、特徴等

ＩＴ管理
マネジメント系 プロジェクトマネジメント、システム開発等

IT管理に関する基本的な考え方、特徴等



ソーシング手段の経年変化

• 事業戦略やITシステムに適用しているソーシング手段のうち「内製による自社開発」はいずれの対象
事業・システムにおいても増加傾向。

ソーシング手段 2023年度ソーシング手段 2022年度

出典：情報処理推進機構「DX動向2024（本文）」（2024年6月27日）を一部加工 43



論点提起：

⚫ 従来の人材育成は、IT技術の進展と情報システムの役割拡大を踏まえたITベンダー
を中心とする高度IT人材の育成を主眼としてきた。

⚫ 今日、ビジネス変革に向けたDXの普及に伴い、人材育成の主体は事業会社まで拡
大。DXを実装する専門人材の育成だけでなく、ビジネスパーソン全体を対象とした変
革の受容性向上にまで課題が拡がっている。

⚫ また、生成AIをはじめとしたデジタル技術の進化のスピード感は、これまで想定していた
人材育成のスピード感と合わなくなっている。だからこそ、変化をいとわず学び続けるこ
と、スキルの変化に追従するためのリスキリングやアップスキリングが必要となる。

⚫ そのスキル習得においては、①中長期的な基礎としての体系的な知識・スキルの学習
と、②急速に変化する市場ニーズに対応するスキルの学習、の両者を適切に組合せ
ながら活用するべきである。

⚫ その中で、情報処理技術者試験の果たすべき役割や立ち位置が問われている。デジ
タル技術の進展や普及がもたらす様々な変化を受けて、国家試験のあり方も含め
今後のデジタル人材育成のフレームワークを再検討する時期に来ているのではないか。
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（ヒアリング①）ビジネス領域で求められる人材

＜人材育成に取り組む企業の声＞

⚫ ビジネスアーキテクトがいないとDXの推進そのものが難しくなるため、優先的に育成している。

⚫ 要件を決められれば手を動かせる人材は沢山いるが、業務を理解して変革を進める人材が足りない。

⚫ デジタル技術が得意な人材の育成が先行し、DXにおいて事業の課題を捉えて要件に落とし込める人材が圧倒的に不足。

＜試験に対する意見＞

⚫ DXにおいて重要となる領域のうち、情報処理技術者試験の出題範囲にデジタルスキル標準共通スキル項目のデザイン領域や
データマネジメントが重点的に含まれていない。サービスマネジメントなども重要であるが確立された知識体系はまだ存在しない。
今後、必要性が高まるそれらの領域を取り込んでいくことが重要。

⚫ ユーザー企業では、業務プロセスをいかに標準化・効率化するかという点が重要であるが、業務プロセスやデータを扱う業務側に
マッチした試験が無く、そのような試験があると有益である。

⚫ ビジネスアナリシスに関する試験区分が求められる。米国ではビジネスサイドで「ビジネスアナリスト」というポジションが確立され
ている。システム子会社やITベンダーの受注側がビジネスアナリシスの必要性と取組を主張しても、そもそも発注側が不⼗分な状
況では（DXの）効果が限定的になる。

⚫ 営業も顧客もDXを理解出来ていない。DXがどう商売に役立つのか分かっていない。ITと現場を繋げる立場の人が必要、その
ための試験があればいい。

⚫ ユーザー企業から見るとちょうどよい⽔準の試験がなく、国家試験、民間試験含めて有用な試験探しに苦労。基本情報技術
者試験はユーザー企業にとって難しすぎる。ITシステム開発側の知識はそこまで必要ではない。

⚫ デジタルビジネスモデルやビジネススキルを問う試験が絶対的に足らない。国が出来ないのなら民間が考えるべきだが、民間は
利害があってまとまれない。

企業のDX推進において、ビジネスを起点とした課題解決や変革を推進できる人材の不足が
顕在化しており、ビジネス面からDXを牽引できる人材の育成が急務となっている。
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（ヒアリング②）エンジニアリング領域で求められる人材

デジタル技術の加速的な進化を踏まえながら幅広いスキルの研鑽を自律的に継続し、ソフ
トウェアを通じた新たな価値の実現に貢献する対応力・柔軟性が求められる。

＜人材育成に取り組む企業の声＞

⚫ 最低限の「内製化する部分」「オーナーシップを持つ部分」を見直し、要件定義の上流のところをまずは内製化していくことが
必要。

⚫ 先進的なクラウドとマイクロサービスによる柔軟なコードと基盤を構築、運用している。発注側と受注側が相互に連携、開発者
は将来的な運用を視野に入れ、開発状況の透明性を確保してプロダクトオーナーの期待に応えている。スキル面では各メン
バーが最低2つの隣接技術を習得することでチームとしてフルスタックになることを目指している。

＜試験に対する意見＞

⚫ DXに対するユーザー企業の関心は高まっているが、ITパスポート試験以外の試験区分ではニーズの高まりが見られない。

⚫ ここ数年、特にITベンダーにおいて、民間試験（ベンダー試験）を重視する流れが加速している。

⚫ 協力会社の人員のスキルを確認するために、基本情報技術者試験や応用情報技術者試験の合格状況を尋ねることがある。
エンジニアとしての基礎的な能力のものさしとしては、ベンダー資格よりも情報処理技術者試験のほうが適切。

⚫ 情報処理技術者試験が対象とする知識は業務に活かせないという見方があるが、すべての知識の土台となる基礎知識であ
るため、意識していないうちに業務に活かされている知識であると言えると思う。その基礎知識がなければそもそも業務を理解
することも難しい。

⚫ ITパスポート試験や情報安全確保支援士試験などは時代のニーズに合っているが、長年続いている内容の試験は価値が相
対的に低下しているように思われる。エンジニアの技術力証明の手段としてはベンダー試験に取って代わられているため、対外
的に価値が認められるように時代に合うような体系を検討すべきではないか。

⚫ デジタルスキル標準を満たす人材を増やすため、情報処理技術者試験で全てをカバーするのではなく、別の仕組みと組み合
わせでもいいのでは。
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（ヒアリング③）初学者領域の教育・学習ニーズ

＜試験に対する意見＞

⚫ ITパスポートは全てのビジネスパーソン向けとするには近年高度化しており見直しが必要。

⚫ 出題範囲が広く、若い人にとっては基本情報技術者試験の方が受験しやすい。

⚫ 事業会社内では、ITパスポートの内容すべてが必要なのかという声がある。段階的にもう少しライトなアセスメン
トテストが欲しいというニーズは多い。

⚫ 出題範囲のうち特にマネジメント系の内容が高校生には難しい。高校生にも受験可能な区分があるとよいの
ではないか。

⚫ 高校生レベルの認定試験は簿記等いくつもあるが、情報系で受けられる試験があってもよいのではないか。

⚫ 基礎的な素養、時代が変わってもブレない部分を国の試験制度で押さえることは必要。

⚫ 国家試験を通じて、学ぶべきデジタルリテラシーの内容や範囲が提示されることに価値がある。

デジタル技術が広く生活に組み込まれる中で、あらゆる層がデジタルを正しく利活用するた
めの素養（デジタルリテラシ－）を備え、学び続けることへの関心と必要性が高まっている。
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Society 5.0時代の到来

48

現状

未来

⇒ あり得べき未来を目指して、人材のスキル・知識も高度化する必要

出典：経済産業省産業サイバーセキュリティ研究会ワーキンググループ１分野横断サブワーキンググループ資料5「『サイバー・フィジカル・セキュリティ対策フレームワーク』の見直し方針」（2018年10月5日）を加工



今後のデジタル人材育成体系の考え方

⚫ デジタル技術が社会全体に普及しつつあることを踏まえれば、高度IT人材の育成を主眼としてき
た従来の人材育成の考え方を、事業会社におけるビジネス人材や個々人のリテラシーの領域ま
で広げて考えることが不可欠。

⚫ その上で、Society 5.0という新たな付加価値が連続的に創造される社会の到来を見据えつつも、
足下の現実は組織単位のデータ管理・活用が緒に就いたばかりであり、目指すべき未来との大
きなギャップがある。

⚫ 技術革新によってもたらされるスキルの変化に対しては、絶え間なくアップデートされるデジタルス
キル標準の活用が不可欠であり、技術革新を反映したデジタルスキル標準は、個人・組織の人
材育成や学習サービス拡大の基盤となる。

⚫ その上で、情報処理技術者試験についても段階的に進化させるとともに、拡大しつつある民間学
習サービスや民間検定の市場とも相互に補完しながら、社会全体でデジタル人材育成の基盤
形成を志向することが有効と考えられる。

⚫ 来たるべきSociety 5.0に向けて、①産業人材育成、及び、②国民のデジタルリテラシー向上
を目指して、足下の現実も踏まえながら、まずは情報処理試験を中心に新しい人材育成体系を
実現し、民間サービスの更なる発展を促していくことを目指すべきではないか。
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• デジタル技術の活用があらゆる事業領域に拡大し、あらゆる主体がデータでつながり、経済社会が
データで駆動されるSociety 5.0時代に向けて、人材育成は「ビジネス」、「エンジニアリング」、「リ
テラシー」の領域においてそれぞれ強化されるべきではないか。

• そのベースとして、技術革新を踏まえながら常に最新のデジタルスキル標準を示すべく、国はデジタル
スキルの最新動向の把握に努めるべきではないか。

学習コンテンツ・実践的教育

デジタルスキル標準（DSS）

試験・検定（能力保証・効果測定）

情報処理技術者試験
・民間検定

民間学習サービス事業者
・アカデミア

経産省・IPA

Society 5.0時代に向けた人材育成の体系

デジタルリテラシー

エンジニアリングビジネス



国家試験 民間学習サービス

得意
分野

✓ 職種の認知・確立、公的証明・信
頼性担保、人材育成インフラ

✓ 学習成果の評価、学習の動機付け
✓ 共通的普遍的知識の評価、体系

的な知識範囲・水準の共通認知、
マスへの訴求

✓ 長期的体系的な学習基盤

✓ 技術革新への迅速な対応
✓ インタラクティブな学び、講師・メンターからの

フィードバック、受講者同士の学び合い（チー
ム開発・グループワーク）

✓ 学習内容のパーソナライズ化、短期的個別
的な学習、レベル等に応じた段階的学習

✓ 演習や実践に近い学習、周辺知識のカバー
✓ 就職サポート

不得意
分野

✓ 正解の無い領域、実機・実データが
必要な領域、ソフトスキル・メタスキル
の評価、実践に近い学習

✓ 技術革新への迅速な対応
✓ パーソナライズ化

✓ 体系的な知識習得、トレンド分野に偏重
✓ 提供者の信用性・講座品質・価格妥当性が

不確実
✓ 継続提供が不確実、マネタイズ優先
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国家試験と民間学習サービスの相互補完・役割分担に向けた整理



Di-Lite

デジタル・
ソフトウェア領域

数理・
データサイエンス領域人工知能（AI）・

ディープラーニング領域

ITパスポート試験

データサイエンティスト検定

G検定

データサイエンス力・データエン
ジニアリング力・ビジネス力につ
いてリテラシーレベルの総合的な
実務能力と知識を有することを証
明する試験。

AIの技術的手法や事業活用に必要
な知識・能力を体系的に学び、
AI・データを活用したビジネスを
推進する総合的知識を有すること
を証明する試験。

ITを利活用するすべての社会人・
これから社会人となる学生が備え
ておくべき、ITに関する基礎的な
知識が証明できる国家試験。

「DX推進パスポート」について「Di-Lite」について

（出典）デジタルリテラシー協議会https://www.dilite.jp/

（参考）デジタル時代の共通リテラシー領域「Di-Lite」

⚫ 全ビジネスパーソンがデジタルを使う人材となるために、デジタルリテラシー協議会（IPA、日本ディープラーニング
協会、データサイエンティスト協会）が定義する、共通して身につけるべきデジタルリテラシー範囲。

⚫ 「ITパスポート試験」「G検定」「データサイエンティスト検定」の３つの試験のシラバス範囲を推奨。

⚫ ３試験の合格数に応じて「DX推進パスポート」として3種類のデジタルバッジを発行（2024年１月～）。
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